
審査基準及び標準処理期間 

処 分 名 保有個人情報の開示請求に対する決定 

根拠法令及び条項 
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 第８２条 

高松市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第３７号） 

所 管 課 総務局 コンプライアンス推進課 

標準処理期間 

(経由機関での処理日数) 
開示請求があった日の翌日から起算して１４日以内 

審査基準 

１ 開示決定等の審査基準 

個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）第８２条の規定に基

づく開示又は不開示の決定（以下「開示決定等」という。）は、次により行

う。 

(１) 開示する旨の決定（法第８２条第１項）は、次のいずれかに該当す

る場合に行う。 

  ア 開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が記録されていない場合 

  イ 開示請求に係る保有個人情報の一部に不開示情報が記録されている

場合であって、当該不開示情報が記録されている部分を容易に区分し

て除くことができるとき。ただし、この場合には、不開示情報が記録

されている部分を除いて開示する。 

  ウ 開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が記録されている場合で

あっても、個人の権利利益を保護するため特に当該保有個人情報を開

示する必要があると認めるとき（法第８０条） 

 (２) 開示しない旨の決定（法第８２条第２項）は、次のいずれかに該当

する場合に行う。 

  ア 開示請求に係る保有個人情報に記録されている情報が全て不開示情

報に該当する場合（開示請求に係る保有個人情報の一部に不開示情報

が記録されている場合であって、当該不開示情報が記録されている部

分を他の部分と容易に区分して除くことができない場合を含む。） 

  イ 開示請求に係る保有個人情報の存在の有無を明らかにするだけで、

不開示情報を開示することになる場合（法第８１条） 

  ウ 開示請求に係る保有個人情報を市の機関において保有していない場

合又は開示請求の対象が法第１２４条第２項に該当する場合若しくは

法第６０条第１項に規定する保有個人情報に該当しない場合 

  エ 開示請求の対象が法第１２４条第１項に該当する場合又は法以外の

法律における適用除外規定により開示請求の対象外のもの（訴訟に関

する書類等）である場合 

  オ 開示請求書に法第７７条第１項各号に規定する事項の記載の不備が

ある場合若しくは同条第２項に規定する開示請求に係る保有個人情報

の本人であること（未成年若しくは成年被後見人の法定代理人又は本

人の委任による代理人（以下「代理人」と総称する。）による開示請求

にあっては、当該開示請求に係る保有個人情報の本人の代理人である



こと）を示す書類に不備がある場合。ただし、当該不備を補正するこ

とができると認められる場合は、原則として、開示請求者に補正を求

めるものとする。 

 (３) 前２号の判断に当たっては、次項から第５項までに定めるところに

よる。 

 (４) 開示する保有個人情報の利用目的については、利用目的を本人に明

示することにより、本人若しくは第三者の権利利益を害するおそれ又は

市の機関が行う事務若しくは事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

ある場合は、通知することを要しない。 

 

２ 保有個人情報該当性に関する判断基準 

開示請求の対象が保有個人情報に該当するかどうかの判断は、法第６０

条第１項の規定により行う。 

 

３ 不開示情報該当性に関する判断基準 

開示請求に係る保有個人情報に記録されている情報が不開示情報に該当

するかどうかの判断は、法第７８条各号の規定により行う。なお、当該判

断は、開示決定等を行う時点における状況に基づき行う。 

 

４ 部分開示に関する判断基準 

開示請求に係る保有個人情報について、部分開示をすべき場合に該当す

るかどうかの判断は、法第７９条の規定により行う。 

 

５ 保有個人情報の存否に関する情報に関する判断基準 

開示請求に対し、保有個人情報の存否を明らかにしないで当該開示請求

を拒否すべき場合に該当するかどうかの判断は、法第８１条の規定により

行う。 

 

 

【根拠法令等】 

個人情報の保護に関する法律 

（定義） 

第６０条 この章及び第８章において「保有個人情報」とは、行政機関等の

職員（独立行政法人等及び地方独立行政法人にあっては、その役員を含む。

以下この章及び第８章において同じ。）が職務上作成し、又は取得した個人

情報であって、当該行政機関等の職員が組織的に利用するものとして、当

該行政機関等が保有しているものをいう。ただし、行政文書（行政機関の

保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。以下この章

において「行政機関情報公開法」という。）第２条第２項に規定する行政文

書をいう。）、法人文書（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律（平成１３年法律第１４０号。以下この章において「独立行政法人等情

報公開法」という。）第２条第２項に規定する法人文書（同項第４号に掲げ

るものを含む。）をいう。）又は地方公共団体等行政文書（地方公共団体の



機関又は地方独立行政法人の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図

画及び電磁的記録であって、当該地方公共団体の機関又は地方独立行政法

人の職員が組織的に用いるものとして、当該地方公共団体の機関又は地方

独立行政法人が保有しているもの（行政機関情報公開法第２条第２項各号

に掲げるものに相当するものとして政令で定めるものを除く。）をいう。）

（以下この章において「行政文書等」という。）に記録されているものに限

る。 

（開示請求権） 

第７６条 何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長等に対し、

当該行政機関の長等の属する行政機関等の保有する自己を本人とする保有

個人情報の開示を請求することができる。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理

人（以下この節において「代理人」と総称する。）は、本人に代わって前項

の規定による開示の請求（以下この節及び第１２７条において「開示請求」

という。）をすることができる。 

（開示請求の手続） 

第７７条 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「開

示請求書」という。）を行政機関の長等に提出してしなければならない。 

(１) 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(２) 開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書等の名称そ

の他の開示請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項 

２ 前項の場合において、開示請求をする者は、政令で定めるところにより、

開示請求に係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による

開示請求にあっては、開示請求に係る保有個人情報の本人の代理人である

こと）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 

３ 行政機関の長等は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、

開示請求をした者（以下この節において「開示請求者」という。）に対し、

相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、

行政機関の長等は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供する

よう努めなければならない。 

（保有個人情報の開示義務） 

第７８条 行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保

有個人情報に次の各号に掲げる情報（以下この節において「不開示情報」

という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該

保有個人情報を開示しなければならない。 

(１) 開示請求者（第７６条第２項の規定により代理人が本人に代わって

開示請求をする場合にあっては、当該本人をいう。次号及び第３号、次

条第２項並びに第８６条第１項において同じ。）の生命、健康、生活又は

財産を害するおそれがある情報 

(２) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に

関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を



識別することができることとなるものを含む。）若しくは個人識別符号が

含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできな

いが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害

するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又

は知ることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必

要であると認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）

第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法第２条第４

項に規定する行政執行法人の職員を除く。）、独立行政法人等の職員、

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公

務員及び地方独立行政法人の職員をいう。）である場合において、当該

情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当

該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

(３) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独

立行政法人を除く。以下この号において「法人等」という。）に関する情

報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であっ

て、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護す

るため、開示することが必要であると認められる情報を除く。 

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあるもの 

イ 行政機関等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供され

たものであって、法人等又は個人における通例として開示しないこと

とされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、

当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

(４) 行政機関の長が第８２条各項の決定（以下この節において「開示決

定等」という。）をする場合において、開示することにより、国の安全が

害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそ

れ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると当

該行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

(５) 行政機関の長又は地方公共団体の機関（都道府県の機関に限る。）が

開示決定等をする場合において、開示することにより、犯罪の予防、鎮

圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に

支障を及ぼすおそれがあると当該行政機関の長又は地方公共団体の機関

が認めることにつき相当の理由がある情報 

(６) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の

内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、開

示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特

定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

(７) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が

行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲



げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が開示

決定等をする場合において、国の安全が害されるおそれ、他国若しく

は国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機

関との交渉上不利益を被るおそれ 

イ 独立行政法人等、地方公共団体の機関（都道府県の機関を除く。）又

は地方独立行政法人が開示決定等をする場合において、犯罪の予防、

鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

ウ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務

に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当

な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

エ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方

公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地

位を不当に害するおそれ 

オ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻

害するおそれ 

カ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及

ぼすおそれ 

キ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法

人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

２ 地方公共団体の機関又は地方独立行政法人についての前項の規定の適用

については、同項中「掲げる情報（」とあるのは、「掲げる情報（情報公開

条例の規定により開示することとされている情報として条例で定めるもの

を除く。）又は行政機関情報公開法第５条に規定する不開示情報に準ずる情

報であって情報公開条例において開示しないこととされているもののうち

当該情報公開条例との整合性を確保するために不開示とする必要があるも

のとして条例で定めるもの（」とする。 

（部分開示） 

第７９条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が

含まれている場合において、不開示情報に該当する部分を容易に区分して

除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につ

き開示しなければならない。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第１項第２号の情報（開示請求者以

外の特定の個人を識別することができるものに限る。）が含まれている場合

において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の開示請求者以外の特

定の個人を識別することができることとなる記述等及び個人識別符号の部

分を除くことにより、開示しても、開示請求者以外の個人の権利利益が害

されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号

の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（裁量的開示） 

第８０条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が

含まれている場合であっても、個人の権利利益を保護するため特に必要が



あると認めるときは、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示するこ

とができる。 

（保有個人情報の存否に関する情報） 

第８１条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在してい

るか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、行政

機関の長等は、当該保有個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請

求を拒否することができる。 

（開示請求に対する措置） 

第８２条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部

を開示するときは、その旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨、開示

する保有個人情報の利用目的及び開示の実施に関し政令で定める事項を書

面により通知しなければならない。ただし、第６２条第２号又は第３号に

該当する場合における当該利用目的については、この限りでない。 

２ 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないと

き（前条の規定により開示請求を拒否するとき、及び開示請求に係る保有

個人情報を保有していないときを含む。）は、開示をしない旨の決定をし、

開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

（適用除外等） 

第１２４条 第四節の規定は、刑事事件若しくは少年の保護事件に係る裁判、

検察官、検察事務官若しくは司法警察職員が行う処分、刑若しくは保護処

分の執行、更生緊急保護又は恩赦に係る保有個人情報（当該裁判、処分若

しくは執行を受けた者、更生緊急保護の申出をした者又は恩赦の上申があ

った者に係るものに限る。）については、適用しない。 

２ 保有個人情報（行政機関情報公開法第５条、独立行政法人等情報公開法

第５条又は情報公開条例に規定する不開示情報を専ら記録する行政文書等

に記録されているものに限る。）のうち、まだ分類その他の整理が行われて

いないもので、同一の利用目的に係るものが著しく大量にあるためその中

から特定の保有個人情報を検索することが著しく困難であるものは、第４

節（第４款を除く。）の規定の適用については、行政機関等に保有されてい

ないものとみなす。 

 

 

 



審査基準及び標準処理期間 

処 分 名 保有個人情報の訂正請求に対する決定 

根拠法令及び条項 
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 第９３条 

高松市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第３７号） 

所 管 課 総務局 コンプライアンス推進課 

標準処理期間 

(経由機関での処理日数) 
訂正請求があった日から３０日以内 

審査基準 

１ 訂正決定等の審査基準 

  個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）９３条の規定に基づ

く訂正をする旨又は訂正をしない旨の決定は、次により行う。 

 (１) 訂正請求の対象は、「事実」とし、評価・判断には及ばないものとす

る。ただし、評価した行為の有無、評価に用いられたデータ等は事実に

該当する。 

 (２) 訂正をする旨の決定（法第９３条第１項）は、調査等の結果、訂正

請求に係る保有個人情報が事実でないことが判明し、当該請求に理由が

あると認める場合に行う。 

   この場合の訂正は、当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達

成に必要な範囲内で行う。 

   なお、請求内容に理由があるかどうかを判断するために行う調査は、

保有個人情報の利用目的の達成の範囲内で行えば足り、訂正をすること

が利用目的の達成に必要でないことが明らかな場合は、特段の調査を行

う必要はない。具体例としては、過去の事実を記録することが利用目的

であるものについて現在の事実に基づいて訂正することを請求するよう

な場合が考えられる。 

 (３) 訂正しない旨の決定（法第９３条第２項）は、次のいずれかに該当

する場合に行う。 

  ア 保有個人情報の訂正に関して法以外の法律又は当該法律に基づく命

令の規定により特別の手続が定められている場合 

  イ 法第９０条第１項各号に規定する保有個人情報に係る訂正請求でな

い場合 

  ウ 保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内に行われた訂正請求

でない場合 

  エ 訂正請求書に法第９１条第１項各号に規定する事項の記載の不備が

ある場合又は同条第２項に規定する訂正請求に係る保有個人情報の本

人であること（代理人による訂正請求にあっては、当該訂正請求に係

る保有個人情報の本人の代理人であること。）を示す書類に不備がある

場合。ただし、当該不備を補正することができると認められる場合は、

原則として、訂正請求者に補正を求めるものとする。 

  オ 調査等の結果、訂正請求に係る保有個人情報が事実でないことが判

明しない場合又は事実関係が明らかにならなかった場合 

  カ 訂正をすることが、当該保有個人情報の利用目的の範囲を超える場



合 

  キ 調査の結果判明した事実が、請求時点において実際に記録されてい

た内容とも、請求の内容とも異なることが判明した場合。ただし、必

要な場合は、判明した事実に即して、職権により訂正を行うものとす

る。 

 

【根拠法令等】 

個人情報の保護に関する法律 

（訂正請求権） 

第９０条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。

第９８条第１項において同じ。）の内容が事実でないと思料するときは、こ

の法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長

等に対し、当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下この節に

おいて同じ。）を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の訂正

に関して他の法令の規定により特別の手続が定められているときは、この

限りでない。 

(１) 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 

(２) 開示決定に係る保有個人情報であって、第８８条第１項の他の法令

の規定により開示を受けたもの 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下この節及

び第１２７条において「訂正請求」という。）をすることができる。 

３ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなけれ

ばならない。 

（訂正請求の手続） 

第９１条 訂正請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「訂

正請求書」という。）を行政機関の長等に提出してしなければならない。 

(１) 訂正請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(２) 訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人

情報を特定するに足りる事項 

(３) 訂正請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、訂正請求をする者は、政令で定めるところにより、

訂正請求に係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による

訂正請求にあっては、訂正請求に係る保有個人情報の本人の代理人である

こと）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 

３ 行政機関の長等は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、

訂正請求をした者（以下この節において「訂正請求者」という。）に対し、

相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 

（訂正請求に対する措置） 

第９３条 行政機関の長等は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をすると

きは、その旨の決定をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知し

なければならない。 

２ 行政機関の長等は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、

その旨の決定をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなけれ



ばならない。 

 

 



審査基準及び標準処理期間 

処 分 名 保有個人情報の利用停止請求に対する決定 

根拠法令及び条項 
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 第１０１条 

高松市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第３７号） 

所 管 課 総務局 コンプライアンス推進課 

標準処理期間 

(経由機関での処理日数) 
利用停止請求があった日から３０日以内 

審査基準 

１ 利用停止決定等の審査基準 

  個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）第１０１条の規定に

基づく利用停止をする旨又は利用停止をしない旨の決定は、次により行う。 

 (１) 利用停止をする旨の決定（法第１０１条第１項）は、請求に係る保

有個人情報が次のいずれかに該当し、当該請求に理由があると認める場

合に行う。 

  ア 法第６１条第２項の規定に違反して保有されている場合 

    「法第６１条第２項の規定に違反して保有されている場合」とは、

いったん特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を

保有している場合をいう。また、法第６１条第３項に違反して、当初

の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲を超え

て利用目的の変更を行っている場合も含まれる。 

  イ 法第６３条の規定に違反して取り扱われている場合 

    「法第６３条の規定に違反して取り扱われている場合」とは、違法

又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により利用

されている場合等をいう。 

    「違法又は不当な行為」とは、法その他の法令に違反する行為及び

直ちに違法とはいえないものの、法その他の法令の制度趣旨又は公序

良俗に反する等、社会通念上適正とは認められない行為をいう。 

    「おそれ」の有無は、行政機関の長等による個人情報の利用が、違

法又は不当な行為を助長し、又は誘発することについて、社会通念上

蓋然性が認められるか否かにより判断される。この判断に当たっては、

個人情報の利用方法等の客観的な事情に加えて、個人情報の利用時点

における行政機関等の認識及び予見可能性も踏まえる必要がある。 

    違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法によ

り個人情報を利用する具体例としては、正当な理由なく本人に対する

違法な差別的取扱いを行うために個人情報を利用する場合等が考えら

れる。 

  ウ 法第６４条の規定に違反して取得された場合 

    「法第６４条の規定に違反して取得された場合」とは、偽りその他

不正の手段により取得した場合をいう。 

    なお、不正の手段により個人情報を取得する具体例としては、行政

サービスの見返りとして本来は提供する必要のない個人情報を提供す

るよう強要し、これを取得する場合等が考えられる。 



  エ 法第６９条第１項及び第２項の規定に違反して利用されている場合 

    「法第６９条第１項及び第２項の規定に違反して利用されている場

合」とは、法が許容する限度を超えて利用目的以外の目的で保有個人

情報を利用している場合をいう。 

  オ 保有個人情報が法第６９条第１項及び第２項の規定に違反して提供

されている場合 

    「法第６９条第１項及び第２項の規定に違反して提供されている場

合」とは、法が許容する限度を超えて利用目的以外の目的で保有個人

情報を提供している場合をいう。 

  カ 法第７１条第１項の規定に違反して提供されている場合 

    「法第７１条第１項の規定に違反して提供されている場合」とは、

同条の規定に違反して、外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。）

にある第三者に利用目的以外の目的のために保有個人情報を提供され

ている場合をいう。 

    なお、利用停止は、利用停止請求に係る保有個人情報の適正な取扱

いを確保するために必要な限度で行うものとし、例えば、当該保有個

人情報について、その全ての利用が違反していれば全ての利用停止を、

一部の利用が違反していれば一部の利用停止を行うものとする。 

    また、例えば、利用目的外の利用を理由として、本人から保有個人

情報の消去を求められた場合には、個人情報の適正な取扱いを確保す

る観点から、当該利用目的外の利用を停止すれば足り、当該保有個人

情報を消去するまでの必要はない。 

 (２) 利用停止しない旨の決定（法第１０１条第２項）は、次のいずれか

に該当する場合に行う。 

  ア 保有個人情報の利用停止に関して法以外の法律又は当該法律に基づ

く命令の規定により特別の手続が定められている場合 

  イ 法第９０条第１項各号に規定する保有個人情報に係る利用停止請求

でない場合 

  ウ 保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内に行われた利用停止

請求でない場合 

  エ 利用停止請求書に法第９９条第１項各号に規定する事項の記載の不

備がある場合又は同条第２項に規定する利用停止請求に係る保有個人

情報の本人であること（代理人による利用停止請求にあっては、当該

利用停止請求に係る保有個人情報の本人の代理人であること。）を示す

書類に不備がある場合。ただし、当該不備を補正することができると

認められる場合は、原則として、利用停止請求者に補正を求めるもの

とする。 

  オ 利用停止請求に理由があると認められない場合 

  カ 利用停止することにより当該保有個人情報の利用目的に係る事務の

性質上、当該事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると

認められる場合 

 

【根拠法令等】 



個人情報の保護に関する法律 

（個人情報の保有の制限等） 

第６１条 行政機関等は、個人情報を保有するに当たっては、法令（条例を

含む。第６６条第２項第３号及び第４号、第６９条第２項第２号及び第３

号並びに第４節において同じ。）の定める所掌事務又は業務を遂行するため

必要な場合に限り、かつ、その利用目的をできる限り特定しなければなら

ない。 

２ 行政機関等は、前項の規定により特定された利用目的の達成に必要な範

囲を超えて、個人情報を保有してはならない。 

３ 行政機関等は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当

の関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（不適正な利用の禁止） 

第６３条 行政機関の長（第２条第８項第４号及び第５号の政令で定める機

関にあっては、その機関ごとに政令で定める者をいう。以下この章及び第

１７４条において同じ。）、地方公共団体の機関、独立行政法人等及び地方

独立行政法人（以下この章及び次章において「行政機関の長等」という。）

は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により

個人情報を利用してはならない。 

（適正な取得） 

第６４条 行政機関の長等は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得

してはならない。 

（利用及び提供の制限） 

第６９条 行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目

的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら

利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以

外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三

者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限

りでない。 

(１) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

(２) 行政機関等が法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要な限度で

保有個人情報を内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用

することについて相当の理由があるとき。 

(３) 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立

行政法人に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供

を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に

係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相

当の理由があるとき。 

(４) 前３号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的の

ために保有個人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明

らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することにつ

いて特別の理由があるとき。 



３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定

の適用を妨げるものではない。 

４ 行政機関の長等は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認

めるときは、保有個人情報の利用目的以外の目的のための行政機関等の内

部における利用を特定の部局若しくは機関又は職員に限るものとする。 

（外国にある第三者への提供の制限） 

第７１条 行政機関の長等は、外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。

以下この条において同じ。）（個人の権利利益を保護する上で我が国と同等

の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有している外国

として個人情報保護委員会規則で定めるものを除く。以下この条において

同じ。）にある第三者（第１６条第３項に規定する個人データの取扱いにつ

いて前章第２節の規定により同条第２項に規定する個人情報取扱事業者が

講ずべきこととされている措置に相当する措置（第３項において「相当措

置」という。）を継続的に講ずるために必要なものとして個人情報保護委員

会規則で定める基準に適合する体制を整備している者を除く。以下この項

及び次項において同じ。）に利用目的以外の目的のために保有個人情報を提

供する場合には、法令に基づく場合及び第６９条第２項第４号に掲げる場

合を除くほか、あらかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の本人の

同意を得なければならない。 

２ 行政機関の長等は、前項の規定により本人の同意を得ようとする場合に

は、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外

国における個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の

保護のための措置その他当該本人に参考となるべき情報を当該本人に提供

しなければならない。 

３ 行政機関の長等は、保有個人情報を外国にある第三者（第１項に規定す

る体制を整備している者に限る。）に利用目的以外の目的のために提供した

場合には、法令に基づく場合及び第６９条第２項第４号に掲げる場合を除

くほか、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該第三者によ

る相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を講ずるととも

に、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供し

なければならない。 

（訂正請求権） 

第９０条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。

第９８条第１項において同じ。）の内容が事実でないと思料するときは、こ

の法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長

等に対し、当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下この節に

おいて同じ。）を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の訂正

に関して他の法令の規定により特別の手続が定められているときは、この

限りでない。 

(１) 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 

(２) 開示決定に係る保有個人情報であって、第８８条第１項の他の法令

の規定により開示を受けたもの 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下この節及



び第１２７条において「訂正請求」という。）をすることができる。 

３ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなけれ

ばならない。 

（利用停止請求の手続） 

第９９条 利用停止請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項におい

て「利用停止請求書」という。）を行政機関の長等に提出してしなければな

らない。 

(１) 利用停止請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(２) 利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有

個人情報を特定するに足りる事項 

(３) 利用停止請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、利用停止請求をする者は、政令で定めるところに

より、利用停止請求に係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の

規定による利用停止請求にあっては、利用停止請求に係る保有個人情報の

本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければなら

ない。 

３ 行政機関の長等は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めるとき

は、利用停止請求をした者（以下この節において「利用停止請求者」とい

う。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 

（利用停止請求に対する措置） 

第１０１条 行政機関の長等は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停

止をするときは、その旨の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書

面により通知しなければならない。 

２ 行政機関の長等は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしな

いときは、その旨の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面によ

り通知しなければならない。 

 

 


